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骨太方針2026から読み解く日本市場の変化
～成長投資時代に企業が見直すべき事業戦略とは～
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■ はじめに

2026年6月30日、日本政府は「経済財政運営と改革の基本方針2026」、いわゆる骨太方針2026の

原案を示した。骨太方針は、毎年の経済財政政策の方向性を示す政府の重要文書であり、翌年度予算編

成だけでなく、中長期の産業政策、社会保障、地域政策、科学技術政策、経済安全保障政策にも影響を与

える。

今回の骨太方針2026で特に注目すべき点は、政策の重心が「成長」と「投資」に大きく移っていることで

ある。政府原案では、「強い経済」の実現に向け、危機管理投資と成長投資を戦略の中核に据え、AI・半導

体、GX、創薬、宇宙、防衛、サイバーセキュリティー、地域産業クラスターなど幅広い分野に官民投資を誘

導する方向性が示された。

これは単なる政策文書の更新ではない。企業にとっては、今後どの市場に公的資金が流れ、どの技術領

域で制度整備が進み、どの産業で需要が拡大するのかを読み解くための重要なシグナルである。特に大

手・中堅企業の経営企画部門、事業開発部門、研究開発部門にとって、骨太方針2026は中期経営計画、

新規事業開発、研究開発テーマ選定、投資判断を見直すうえで無視できない材料となる。
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■ 何が起きているか

骨太方針2026で起きている最大の変化は、政策の中心軸が「分配・賃上げ」から「投資・成長」へ移って

いることである。

2025年の骨太方針を比較してみると、2025年版では「地域」や「賃上げ」が前面に出ていたのに対し、

2026年版では「投資」「成長」「財政」「戦略」といった言葉の比重が高まっている。特に「投資」が記載され

た回数は、2025年版の60回から2026年版では157回へ、実に2.6倍に急増しており、政策文書全体の

トーンが変化したことが分かる。

政府原案でも、人口減少、安全保障環境の変化、エネルギー制約、自然災害リスク、AIをはじめとする

技術革新、国家間の産業・技術競争の激化を「歴史的な構造変化」と位置づけている。そのうえで、従来の

延長線上では対応できないとして、「責任ある積極財政」のもとで政府が一歩前に出て、官民連携による戦

略分野への投資を進める方針を明確にした。

具体的には、AI・半導体、デジタル・サイバーセキュリティー、情報通信、量子、防衛産業、航空・宇宙、海

洋、造船、マテリアル、バイオ、創薬・先端医療、資源・エネルギー安全保障・GX、防災・国土強靱化、港湾

ロジスティクス、フードテック、コンテンツなど17の戦略分野が示されている。さらに、これらの分野に関連

する62の主要製品・技術について、官民投資ロードマップを通じた施策実行が想定されている。
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つまり、骨太方針2026は「政府がどこに予算を配分するか」を示すだけでなく、「日本としてどの産業・技

術を伸ばそうとしているのか」を示している。

■ なぜ起きているか

今回の政策転換の背景には、日本経済が直面する4つの構造課題がある。

➢ 人口減少と労働供給の制約

生産年齢人口が減少するなかで、従来型の労働投入に依存した成長は難しくなっている。企業は人

手不足への対応として、省人化、自動化、AI活用、ロボティクス導入を進める必要がある。政府がAX、

すなわちAIトランスフォーメーションを重視している背景には、こうした人口制約下でも付加価値を生

み出す経済構造へ転換する狙いがある。

➢ 国際的な産業政策競争の激化

半導体、AI、蓄電池、重要鉱物、バイオ、防衛、宇宙などの分野では、各国政府が産業基盤の強化

に大規模な財政支援を行っている。市場原理だけに任せていては、重要技術やサプライチェーンを海

外に依存するリスクが高まる。そのため、日本政府も「危機管理投資」と「成長投資」を組み合わせ、自

律性と不可欠性の確保を目指している。

➢ 経済安全保障の重要性の高まり

エネルギー、食料、医薬品、半導体、サイバー空間、重要インフラなどは、単なる産業分野ではなく、

国家の安全保障や国民生活の安定に直結する。企業にとっても、調達先、製造拠点、データ管理、サ

イバー対策、海外展開先の見直しが経営課題となっている。

➢ 長期的な投資不足への反省

政府原案では、日本の潜在成長率が長年の「未来への投資不足」によって低迷してきたと指摘して

いる。設備投資、研究開発、人材育成、スタートアップ支援、インフラ更新への投資を増やさなければ、

供給力と生産性を高めることは難しい。

このように、骨太方針2026の背後にあるのは、短期的な景気対策ではなく、日本経済の供給構造その

ものを変えようとする政策意図である。
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■ なぜ重要か

骨太方針2026が企業にとって重要なのは、今後の市場形成に大きな影響を与えるからである。

政府が重点分野を示すと、その周辺では予算措置、補助金、税制、規制改革、政府調達、標準化、研究

開発支援、人材育成策が動き始める。これにより、民間企業の投資判断も変化する。特に、研究開発型産

業、インフラ関連産業、エネルギー関連産業、先端技術産業では、政府方針が市場立ち上がりのタイミング

や競争環境に大きく影響する。

今回の骨太方針では、2027年度を「責任ある積極財政元年」と位置づけ、2027年度から2040年度ま

でを対象とする中長期経済財政計画を策定するとしている。また、危機管理投資・成長投資のための「強く

豊かな日本」投資枠や、補正予算依存からの脱却、複数年度で予見可能な投資支援が掲げられている。

この点は、企業にとって極めて重要である。従来の単年度予算中心の政策では、企業側が中長期投資を

判断しにくい面があった。しかし、複数年度で政策支援が見通せるようになれば、設備投資、研究開発、人

材採用、事業提携、M&Aなどの意思決定がしやすくなる。

一方で、すべての企業が恩恵を受けるわけではない。政策重点分野に近い企業は事業機会を得やすく

なる一方、重点領域から外れる企業は投資資金、人材、顧客接点の獲得で劣後する可能性がある。また、

政府支援が入る市場では、既存企業だけでなく、スタートアップ、大学、海外企業、異業種企業が参入しや

すくなる。競争環境はむしろ激しくなると考えるべきである。

骨太方針2026は、企業に対して「どの市場に参入すべきか」だけでなく、「自社の事業ポートフォリオを

どのように見直すべきか」を問いかけている。
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■ 誰に影響するか

今回の骨太方針は、特定の業界だけでなく、多くの産業に影響を与える。特に影響が大きいのは、以下

のような領域である。

地域企業にも大きな影響がある。2025年までの「地方創生」という表現に代わり、2026年版では「地域

未来戦略」が前面に出ている。これは、地方を移住や関係人口の文脈だけで捉えるのではなく、産業クラス

ター、地域AX、国内投資マップ、インフラ整備を通じて「稼ぐ力」を高める方向への転換である。

つまり、骨太方針2026の影響は、経営企画部門だけでなく、事業部門、研究開発部門、調達部門、営業

部門、人事部門にも及ぶ。政策を読むことは、単なる情報収集ではなく、全社戦略の前提を確認する作業

になっている。
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製造業

AI・半導体、ロボティクス、重要鉱物、素材、蓄電池、防衛、航空・宇宙、造船などが重要
テーマとなる。政府が掲げるフィジカルAIやAXは、単なるソフトウェア導入ではなく、製造現
場、物流、検査、保守、設計、サプライチェーン管理などの高度化に関わる。製造業各社は、自
社製品にAIを組み込むだけでなく、生産プロセスそのものをAI前提で再設計する必要があ
る。

IT・デジタル業界

AI基盤、データプラットフォーム、クラウド、データセンター、サイバーセキュリティー、自治体
DX、政府システム、医療DXなどが有望領域となる。特に、政府原案では「信頼できるAI」で
社会全体を駆動するAXへの取り組みが示されており、AIの開発・利活用に関する制度やガ
イドラインの見直しも進むとされている。

エネルギー・環境関連業界

GX、再生可能エネルギー、原子力、次世代革新炉、水素、ペロブスカイト太陽電池、重要鉱
物、メタルリサイクルなどが注目される。政府原案では、エネルギーを国民生活と国内産業の
基盤と位置づけ、量と価格の両面で安定供給が不可欠だとしている。

医療・ヘルスケア業界

創薬、再生医療、先端医療、医療DX、ライフログデータ活用、予防医療などが政策テーマと
なる。高齢化と社会保障費の増加を背景に、医療・介護サービスの質を維持しながら効率化
を進める必要があり、AI、ロボティクス、データ活用への期待は大きい。

建設・インフラ業界

防災・減災、国土強靱化、港湾、物流、空港、鉄道、道路、都市再生、老朽インフラ更新など
が重要となる。危機管理投資・成長投資を支える戦略的インフラ整備や、PPP/PFI、公共事
業評価の見直しなどもポイントとなる。
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■ 企業は何を考えるべきか

企業がまず考えるべきことは、自社事業と政策重点分野の接点を整理することである。

骨太方針2026には多くの政策テーマが含まれているが、すべてを追う必要はない。重要なのは、自社の

既存事業、保有技術、顧客基盤、サプライチェーン、研究開発テーマと、政府が重点化する市場との交点を

見つけることである。例えば、素材メーカーであれば重要鉱物、蓄電池、半導体、GX素材、リサイクル技術

との接点がある。機械メーカーであれば、ロボティクス、防災、物流、自動化、農業機械、食品機械との接点

がある。IT企業であれば、AI、サイバーセキュリティー、自治体DX、医療DX、データ基盤との接点がある。

次に必要なのは、政策テーマを市場規模や需要構造に翻訳することである。政府が重点分野に掲げたか

らといって、すぐに市場が拡大するとは限らない。企業は、どの領域で予算がつくのか、どの省庁が主導す

るのか、どのような補助金や制度が導入されるのか、どの顧客層に需要が生まれるのかを具体的に確認す

る必要がある。

第三に、競争環境の変化を把握する必要がある。政府支援が入る市場では、新規参入が増える。大企業、

スタートアップ、大学発ベンチャー、海外企業、地方企業が同じ市場で競争する可能性がある。自社が先

行できる領域はどこか、他社に先行されるリスクはどこにあるか、提携すべき相手は誰かを早期に把握す

ることが重要である。

第四に、技術と規制のロードマップを確認する必要がある。AI、医療、モビリティー、エネルギー、防衛、

宇宙、サイバーセキュリティーなどの分野では、技術開発だけでなく、規制・制度改革、標準化、政府調達、

認証制度が市場形成を左右する。政府原案では、AI時代に対応した規制・制度改革を進め、情報収集・分

析の効率化、調査・実証の早期化、制度改正の迅速化に取り組むとしている。

第五に、事業ポートフォリオを見直すことである。骨太方針2026が示しているのは、単年度の景気対策

ではなく、2040年度までを見据えた中長期の産業政策である。既存事業の延長だけで成長できるのか、

成長分野にどの程度リソースを振り向けるべきか、撤退・縮小すべき事業はないか、外部連携やM&Aが

必要かを検討する必要がある。

このように、企業に求められるのは「政策を読む」ことではなく、「政策を自社の事業機会に変換する」こと

である。
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■ 今後どうなるか

今後数年、日本企業を取り巻く事業環境は、政策主導型の市場形成が一段と強まる可能性が高い。

第一に、AI・AX関連投資は加速する。生成AIの活用は、ホワイトカラー業務の効率化にとどまらず、製

造、物流、医療、建設、農業、防災、行政サービスへ広がる。特にフィジカルAIは、人口減少下で現場業務

を支える重要技術として注目される。今後は、AIを導入するかどうかではなく、AIを前提に業務・製品・

サービスを再設計できるかが競争力を左右する。

第二に、経済安全保障関連市場が拡大する。半導体、重要鉱物、エネルギー、医薬品、サイバーセキュリ

ティー、防衛、宇宙、海洋などは、政策的な重要性が高まる。これらの領域では、国内供給体制、調達先多

角化、技術自立、データ管理、輸出管理への対応が企業戦略に直結する。

第三に、地域産業政策が「産業クラスター型」に変わる。従来の地方創生は、移住、観光、関係人口、地域

活性化の文脈で語られることが多かった。しかし、骨太方針2026では、地域を成長投資の受け皿として

位置づけ、産業クラスター、インフラ整備、人材育成、地域AXを一体的に進める方向が示されている。地

方に拠点を持つ企業や、地域企業との連携を検討する大手企業にとって、新たな事業機会が生まれる可

能性がある。

第四に、企業の経営力そのものが問われる。政府原案では、コーポレートガバナンスを成長志向型へ転

換し、企業価値向上、成長投資、事業ポートフォリオの見直しを促す方向が示されている。つまり、政府が

投資環境を整える一方で、企業側にも成長投資を実行する経営判断が求められる。

今後は、政策情報を単なるニュースとして見る企業と、自社戦略に取り込む企業の間で差が広がるだろ

う。
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■ SVPジャパンが支援できること

骨太方針2026は、日本経済の方向性を示す重要な政策文書である。しかし、企業にとって本当に重要

なのは、政策文書を読むことではない。自社にとってどの政策が重要なのか、どの市場が拡大する可能性

があるのか、どの顧客に新たな需要が生まれるのか、どの競合が動き出しているのかを具体的に把握する

ことである。

当社では、こうした政策変化を企業の事業機会へと結びつけるため、市場動向調査、競合分析、技術調

査、顧客ニーズ調査、海外市場調査、政策・規制動向調査、新規事業テーマ探索などを支援している。

例えば、骨太方針2026に関連する調査テーマとしては、以下のようなものが考えられる。

重要なのは、政策が示す大きな方向性を、自社にとっての具体的な調査テーマに落とし込むことである。

政策の変化は、市場の変化に先行して現れることが多い。だからこそ、早い段階で情報を整理し、事業機

会とリスクを見極めることが競争優位につながる。
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骨太方針2026に関する調査テーマ例

AI・AX関連
業界別のAI活用動向、フィジカルAIの市場機会、AIロボットの
導入事例、AI規制・ガイドラインの動向、データ基盤・クラウド・サ
イバーセキュリティー市場の調査

GX・エネルギー関連
次世代電池、水素、ペロブスカイト太陽電池、重要鉱物、メタルリ
サイクル、原子力関連技術、脱炭素素材の市場動向

経済安全保障関連
重要物資のサプライチェーン、国内回帰投資、調達リスク、海外
依存度、輸出管理、サイバーリスク、防衛関連市場の調査

地域戦略関連
産業クラスター形成、地域AX、自治体DX、地域企業の設備投
資、地方における新規事業機会の調査

医療・ヘルスケア関連
創薬、再生医療、医療DX、予防医療、介護ロボット、ヘルスケア
データ活用の市場調査

＜骨太方針2026の活用戦略＞

経営企画部門 ： 中期経営計画や投資戦略を見直す材料として
事業開発部門 ： 新規事業テーマや提携先探索の起点として
研究開発部門 ： 重点技術領域や研究開発テーマの優先順位を検討する材料に
事 業 部 門 ： 既存顧客の需要変化や新たな販売機会の把握に
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■ おわりに

骨太方針2026は、日本の経済財政運営が「成長投資重視」へと大きく舵を切ったことを示している。政

府は、人口減少、技術革新、経済安全保障、エネルギー制約、地域経済の停滞といった課題に対し、危機

管理投資と成長投資を通じて対応しようとしている。

企業にとって、この変化は単なる政策ニュースではない。今後どの市場が伸びるのか、どの技術が社会

実装されるのか、どの地域で産業集積が進むのか、どの領域で競争が激化するのかを見極めるための重

要な手がかりである。

特に大手・中堅企業においては、政策の方向性を中期経営計画、新規事業開発、研究開発戦略、投資判

断、アライアンス戦略に反映させることが求められる。骨太方針2026を「政府の文書」として読むのではな

く、「市場変化の先行指標」として読み解くことが重要である。

これからの企業戦略では、技術、顧客、競合、規制、政策を一体で捉える視点が欠かせない。政策が示す

成長領域を読み取り、自社の強みと接続し、具体的な事業機会へと変換できる企業が、次の成長市場で

優位に立つことになるだろう。
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✓戦争の勃発

✓新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）の流行

✓気候変動

社会環境の変化

変化①

環境の変化が激しく、将来の予測が非常に困難な時代に突入

✓テクノロジーの進化

✓グローバル化

✓新世代の台頭

✓破壊的企業の躍進組織的な課題に直面

変化②

ビジネス環境の
変化

1.ビジネス情報収集における環境の変化
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1.ビジネス情報収集における環境の変化
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2.企業が解決すべきリサーチ課題

幅広いビジネス情報
への迅速なアクセス

幅広い事象に関して、

スピーディーにアクセスできる

環境の整備

事業機会の可能性がある全ての

市場や企業動向を認識する

ケイパビリティの有無

2

1

質の高い情報の獲得
（重要領域での質の担保）

信頼できる上質な

ビジネス情報を収集できる

環境の構築3

成長が期待される
新市場の動向把握

社会・ビジネス環境の変化の加速により、
これまで以上に、迅速かつ的確なリサーチ環境の整備が企業に求められている。
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AI活用により見えてきた課題

３.AI活用が進む中で、顕在化してきた情報収集の課題
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AI活用により可能になったこと

学習データを対象とした情報検索の高度化

海外・多言語情報へのアクセス

要約・比較・仮説抽出の効率化

プロンプト作成・設計の難しさ

ハルシネーションの問題

ファクトチェックの必要性

業務効率の向上

表作成、リスト化等の単純作業の自動化

コスト削減とリソース最適化

分析スピードの向上

有料レポートや一次情報に未対応

情報の取り扱い・機密性への配慮

調査・生成AIに精通した人材の不足

AIはリサーチ業務効率を高めるが、
意思決定を支えるには不十分。

企業は、リサーチ業務でのAI活用のメリット・デメリットを認識すべき。
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「WebにもAIにも載っていない、
“意思決定のためのビジネスインサイト”を。」

4.SVP会員サービスの提供価値
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SVPサービスのポジショニング

AI時代における「ヒト×AI×独自情報源による一段上のリサーチ・ソリューション」を

ベストコストでご提供

提供サービス

多様な情報源と調査手法を駆使した、会員制マーケットリサーチ・サービス

● リサーチBPOからカスタム調査、オリジナルの市場レポート、コンサルティングまで、
ワンストップでご提供

● Webと生成AI、商用データベース、独自のライブラリーを対象としたデスクリサーチ、
ヒアリングとアンケートによるカスタム調査など、幅広い情報源と調査手法を活用

バリュープロポジション（提供価値）

● 市場調査とAIに精通したプロのリサーチャーによる調査実行

● Webと生成AIだけでは入手できない、意思決定に求められるビジネス情報を
ワンストップでご提供

● リサーチBPOの活用により、顧客の社内人材が本業に集中できる環境の整備を支援
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5.サービス一覧
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SVP会員サービスは、年間契約で、リサーチBPOサービスと
カスタムリサーチ、オリジナル調査レポートを提供しています。

1

2

クイックリサーチ(リサーチBPOサービス)

活用シーン

・日々のリサーチ業務をアウトソースし、

必要な情報を素早く整理・把握したい

・幅広いビジネス公開情報を横断的に活用

・AIとリサーチャーを活用し、目的に応じて調査・整理

・そのまま使える形にまとめてレポート提供

特徴

プロジェクトリサーチ(カスタムリサーチ)

短時間で全体像を掴みたい

最短2日営業日以内

活用シーン

・事業に影響する変化を把握したい

・メガトレンドや注目市場、最新技術の動向を継続的に知りたい

・注目市場の動向をレポートに整理

・事業検討に使える視点をコンパクトに提供

・信頼できるビジネス情報の収集を効率化

特徴

将来を見据えて視野を広げたい

3
SVPナレッジ(オリジナル調査コンテンツ)

活用シーン

・公開情報だけでは把握できない市場・業界・競合他社・

顧客の実態を知りたい

・意思決定に活用できる、信頼性の高い情報を得たい

意思決定に耐える根拠が欲しい

特徴

・調査設計から行うカスタムリサーチ

・一次情報の収集・検証により、判断に耐える根拠を構築

・調査から分析、コンサルティングまで、意思決定を支援

✔ヒアリング調査
✔アンケート調査

注目市場分析 月2回
メールマガジン 月1回
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日本の売上高トップ100社中7割の企業でのご利用実績

導入企業600社以上

年間調査実施数
約15,000件

国内外企業財務情報
4,000万社以上

SVPネットワーク
世界40カ国の広がり

商用DBシステム利用
20システム

6.導入実績
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まずはお電話でもお気軽にお問い合わせください。

TEL：03-3249-0771

詳しくはこちら 詳しくはこちら

ーSVP JAPANのサービスについてー

ー各種お問い合わせー

資料ダウンロード お問い合わせ
こちらをクリック こちらをクリック
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